
幕
別
町
は
管
内
で
も
唯
一
人
口

が
増
加
し
て
い
る
が
、
将
来
も

人
口
が
維
持
で
き
る
よ
う
魅
力
あ
る
ま

ち
づ
く
り
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。

政
府
は
地
方
創
生
の
名
の
も
と
に
自
治

体
の
再
編
、
道
州
制
の
導
入
の
基
盤
づ

く
り
を
進
め
よ
う
と
し
て
い
る
が
、
自

治
の
権
限
と
財
源
を
失
い
、
逆
に
人
口

減
少
を
加
速
さ
せ
る
こ
と
に
な
り
か
ね

な
い
。
将
来
も
人
口
が
維
持
で
き
る
よ

う
次
の
点
を
伺
う
。

(1)
幕
別
町
の
地
域
別
、
産
業
別
、
年
齢

別
の
人
口
動
態
と
労
働
人
口
の
推
移
。

(2)
保
育
料
の
軽
減
、
医
療
費
の
無
料
化

年
齢
拡
大
な
ど
思
い
切
っ
た
子
育
て
支

援
策
を
実
施
す
る
こ
と
。

(3)
農
畜
産
物
、
地
域
資
源
を
生
か
し
た

加
工
や
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発
を

促
進
し
、
地
域
で
の
活
用
や
雇
用
の
拡

大
を
図
り
、
地
域
循
環
型
経
済
を
確
立

さ
せ
る
こ
と
。
そ
の
た
め
の
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
チ
ー
ム
を
立
ち
上
げ
る
こ
と
。

(4)
地
域
経
済
を
崩
壊
さ
せ
る
Ｔ
Ｐ
Ｐ
か

ら
の
撤
退
を
強
く
求
め
て
行
く
こ
と
。

(5)
「
中
小
企
業
振
興
条
例
」
を
制
定
し
、

中
小
企
業
の
振
興
を
図
る
こ
と
。
ま
た

６
月
に
制
定
さ
れ
た
「
小
規
模
企
業
振

興
基
本
法
」
に
基
づ
く
具
体
的
取
り
組

み
を
開
始
す
る
こ
と
。

(1)
町
の
人
口
動
態
は
左
表
の

と
お
り
で
あ
る
。

　

労
働
人
口
の
推
移
に
つ
い
て
、
個
人

町
民
税
の
納
税
義
務
者
数
と
所
得
金
額

の
平
成
17
年
度
と
26
年
度
の
比
較
で
み

る
と
、
こ
の
10
年
間
で
、
全
体
の
納
税

義
務
者
数
は
１
２
６
１
人
増
加
し
、
所

得
割
額
の
納
税
義
務
者
も
８
３
４
人
増

加
し
て
い
る
も
の
の
、
そ
の
総
所
得
金

額
は
17
億
６
５
０
０
万
円
減
少
し
、
均

等
割
額
の
み
の
納
税
義
務
者
を
除
い
た

一
人
当
た
り
の
所
得
金
額
も
約
36
万
円

減
少
し
て
い
る
。

(2)
保
育
料
の
軽
減
に
つ
い
て
は
、
新
制

度
に
お
け
る
国
が
示
し
て
い
る
認
可
保

育
所
の
保
育
料
を
基
本
と
し
な
が
ら

も
、
現
行
の
保
育
料
を
十
分
勘
案
し
、

中
低
所
得
者
に
配
慮
し
た
金
額
と
な
る

よ
う
に
設
定
し
、
多
子
軽
減
、
低
所
得

者
世
帯
等
の
減
免
は
、
現
行
と
同
様
に

取
り
扱
う
方
向
で
進
め
て
い
る
。

　

ま
た
、
医
療
費
無
料
化
の
年
齢
拡
大

に
つ
い
て
は
、
平
成
23
年
10
月
か
ら
小

学
校
卒
業
ま
で
、
実
質
無
料
化
と
し
て

い
る
が
、
少
子
化
対
策
や
定
住
化
対
策

等
に
有
効
な
施
策
の
一
つ
で
あ
る
と
認

識
し
て
お
り
、
今
後
、
本
制
度
の
継
続

を
基
本
と
し
な
が
ら
も
、
対
象
年
齢
の

拡
大
化
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
検
討

し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

(3)
現
在
、
組
織
・
機
構
の
見
直
し
の
検

討
を
進
め
て
お
り
、
さ
ま
ざ
ま
な
産
業

を
複
合
的
に
連
携
さ
せ
て
地
域
経
済
の

振
興
を
図
る
「
産
業
連
携
担
当
部
門
」

の
体
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討
し
て

い
る
。

(4)
本
年
１
月
に
「
ゆ
と
り
み
ら
い
21
推

進
協
議
会
」
の
主
催
に
よ
り
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ

を
考
え
る
幕
別
集
会
」
を
開
催
し
、
食

の
安
全
・
安
心
の
確
保
、
関
税
の
聖
域

を
確
保
で
き
な
い
場
合
は
脱
退
も
辞
さ

な
い
こ
と
を
決
議
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

今
後
と
も
、
北
海
道
や
農
業
団
体
な

ど
と
歩
調
を
あ
わ
せ
、
本
町
の
農
業
は

も
と
よ
り
北
海
道
農
業
を
守
る
よ
う
粘

り
強
く
国
に
働
き
か
け
て
い
き
た
い
。

(5)
町
は
、
こ
れ
ま
で
中
小
企
業
の
経
営

基
盤
の
強
化
を
図
る
た
め
、
中
小
企
業

融
資
制
度
や
創
業
等
支
援
事
業
、
さ
ら

に
は
空
き
店
舗
対
策
事
業
や
住
宅
新
築

リ
フ
ォ
ー
ム
奨
励
事
業
な
ど
、
さ
ま
ざ

ま
な
施
策
を
実
施
し
て
き
た
。
今
後
も
、

中
小
企
業
の
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
し

た
具
体
的
で
実
効
性
の
あ
る
施
策
に
取

り
組
む
と
と
も
に
、
先
行
事
例
を
引
き

続
き
調
査
し
て
い
き
た
い
。　
　
　

　

小
規
模
企
業
振
興
基
本
法
は
、
国
、

地
方
公
共
団
体
、
支
援
機
関
等
が
一
丸

と
な
り
、
小
規
模
企
業
の
振
興
施
策
を

戦
略
的
に
実
施
す
る
た
め
、
政
府
が
基

本
計
画
を
決
定
し
新
た
な
施
策
体
系
を

構
築
す
る
こ
と
な
ど
を
内
容
と
し
て
施

行
さ
れ
た
。
町
と
し
て
も
小
規
模
企
業

振
興
の
さ
ま
ざ
ま
な
施
策
を
進
め
て
い

く
中
で
引
き
続
き
調
査
し
て
い
き
た
い
。

答問
「
人
口
減
少
に
関
す
る
若
手
職
員
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム
」
を
設
置
し
、
検
討
を
重
ね
て
い
る

魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
で
人
口
維
持
を
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※数値は、平成 12 年、22 年の国勢調査の結果による

⓫

町
　
長

中橋　友子
　　　　　　　議員
（日本共産党
　幕別町議員団）

①地域別人口 平成 12 年 平成 22 年 増減（率）

幕別地区 7353 人 6322 人 1031 人、 14.0％の減

札内地区 1万 6923 人 1 万 8607 人 1684 人、 10.0％の増

忠類地区 1804 人 1618 人 186 人、10.3％の減

②産業別人口 平成 12 年 平成 22 年 増減（率）

第１次産業 2558 人 2288 人 270 人、10.6％の減

第２次産業 3133 人 2342 人 791 人、25.2％の減

第３次産業 7763 人 8012 人 249 人、  3.2％の増

③年齢別人口 平成 12 年 平成 22 年 増減（率）

年少人口 4200 人 3731 人 469 人、11.2％の減

生産年齢人口 1万 6905 人 1 万 5945 人 960 人、  5.7％の減

老年人口 4952 人 6867 人 1915 人、38.7％の増


